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国営土地改良事業等再評価システムの概要国営土地改良事業等再評価システムの概要国営土地改良事業等再評価システムの概要国営土地改良事業等再評価システムの概要

Ⅰ．再評価結果の公表Ⅰ．再評価結果の公表Ⅰ．再評価結果の公表Ⅰ．再評価結果の公表

１．農業農村整備事業については、事業のより一層の効率的な執

行及び透明性の確保を図る観点から、事業採択後又は全体実

施設計着手後５年毎に、諸情勢の変化を踏まえた事業の再評価

を行う「再評価システム」を平成１０年度より実施している。

２．本年度は、再評価実施地区３４地区について、第三者委員会

及び関係団体（都道府県、市町村、土地改良区等）等の意見を

踏まえ、関係地方農政局等（北海道開発局を含む。なお、公団営

事業については農村振興局、以下同じ。）が作成した事業実施

方針（案）について、検討した結果、各事業の実施方針を決定し

たので、関係団体に周知するとともに、公表するもの。

別添資料別添資料別添資料別添資料

資料１ 平成１３年度再評価実施地区の実施方針

資料２ 平成１３年度再評価結果個別地区の概要

資料３ 平成１３年度再評価実施地区一覧

資料４ 平成１４年度再評価実施予定地区一覧



Ⅱ．再評価結果等の概要Ⅱ．再評価結果等の概要Ⅱ．再評価結果等の概要Ⅱ．再評価結果等の概要

再評価結果の概要は以下のとおり。

１．再評価実施地区３４地区のうち、

（１）事業計画の見直しを行う地区は１１地区（３２％）、

（２）引き続き現計画で事業を推進する地区は２２地区（６５％）

（３）その他の地区は１地区（３％）

２．事業計画の見直しを行う１１地区については、計画変更をす

みやかに実施。

この他、再評価によるものではないが、水源施設（他事業）の中止に

伴い、全体実施設計を中止する地区が１地区。



．本省における問い合わせ先は以下のとおり。３

問い合わせ先問い合わせ先問い合わせ先問い合わせ先
事 業 名事 業 名事 業 名事 業 名

担当課 担当者名担当課 担当者名担当課 担当者名担当課 担当者名

全 体 水利整備課 皆川、登り （ ､ ）内線 4875 4876
国営かんがい排水事業（ ） 水利整備課 皆川、登り （ ､ ）農林水産省，離島，奄美 内線 4875 4876
国営かんがい排水事業（北海道） 水利整備課 三木、瀧川 （ ､ ）内線 4878 4879
国営農用地再編開発事業 農地整備課 田中、伊藤 （ ､ ）内線 4915 4916
国 営 干 拓 事 業 農地整備課 奥田、能見 （ ､ ）内線 4918 4919
国 営 総 合 農 地 防 災 事 業 防 災 課 山内、中村 （ ､ ）内線 4984 4987
全 体 実 施 設 計 地 区 設 計 課 上月、山本 （ ､ ）内線 4822 4823
緑 資 源 公 団 営 事 業 総 務 課 横井、原口 （ ､ ）内線 4554 4555

ＴＥＬ ３５０２－８１１１（代表）

．なお、再評価結果に係る個別地区の詳細については、以下の４

各農政局担当窓口に問い合わせ願いたい。

問い合わせ先問い合わせ先問い合わせ先問い合わせ先
農 政 局 名農 政 局 名農 政 局 名農 政 局 名

担 当 窓 口 担当者名担 当 窓 口 担当者名担 当 窓 口 担当者名担 当 窓 口 担当者名

北海道開発局 農業水産部 農業水利課 播磨 （ ）内線 5572
011-709-2311 011-709-2348代表 、直通

東北農政局 整備部 設計課 事業調整室 岡野 （ )内線 4153
022-263-1111 022-222-6166代表 、直通

北陸農政局 整備部 設計課 事業調整室 山下 （ )内線 3513
076-263-2161 076-232-4722代表 、直通

中国四国農政局 整備部 設計課 事業調整室 難波 （ )内線 2611
086-224-4511 086-224-9419代表 、直通

九州農政局 整備部 設計課 事業調整室 白石 （ )内線 4620
096-353-3561 096-323-1335代表 、直通



農業農村整備事業の再評価システムの導入について

平成１０年３月
構 造 改 善 局

１ 再評価システムの趣旨
農業農村整備事業については、従来より、毎年度地区ごとに事業の実施状況を

評価し、必要に応じ計画変更等を行うなど、その結果を事業実施に反映している。
今般、さらに、事業の効率的な執行及び透明性の確保を図る観点から、事業採択
後一定期間を経過した地区を対象に、諸情勢の変化を踏まえた事業の再評価を行
い、その結果に基づき必要な見直し等を行うシステムを導入する。

２ 対象とする事業の範囲と再評価の実施時期
（１）国営事業：平成１０年４月より実施
（２）公団営事業：国営事業に準じ平成１０年４月より実施
（３）補助事業：事業実施主体の定める日より実施

３ 再評価の概要（→参考）
（１）国営土地改良事業

①再評価の時期
事業採択後あるいは全体実施設計着手後、５年毎に実施

②再評価の内容
・事業の進捗状況
・受益農家、関係団体の意向
・受益区域、工事内容、事業費など計画上の重要な部分に係る変更の
必要性の有無

・社会経済情勢の変化
・費用対効果分析の基礎となる要因の変化

③実施体制
地方農政局に設置している委員会が再評価を実施

（２）公団営事業
（１）に準じて実施。

（３）補助事業
国は再評価システムの導入を要請するとともに、再評価の標準的な仕組・

判断基準について示す。

４ 評価結果の活用
再評価の結果、必要な場合にあっては、受益農家や関係団体の意向を確認のう

え、計画変更手続等や関係団体への要請を行う。

５ 客観性・透明性の確保のための方策
（１）第三者機関の設置

専門的知見を有する学識経験者から構成される第三者機関を設置し、再評
価の内容について意見聴取する。

（２）再評価結果の公表
再評価の結果は、公表するとともに、土地改良区等関係団体へ周知する。



参考
再評価システムのフロー

事業採択
事業管理(再評価) 計画の見直し

後 年 数

１年目 ◎事業採択

２年目 事業管理 管理項目
事業の進捗状況・
計画変更の必要性３年目 事業管理 ・
受益農家等の意向・

４年目 事業管理

５年目 事業管理

( ･ )休止 中止の検討
６年目 再評価

（計画変更）
評価項目
・ ( )事業の進捗状況 計画変更案 費用対効果分析
・ 協議計画変更の必要性
・ 農林水産大臣 都道府県知事社会経済情勢の変化

費用対効果分析の基礎・
となる要因の変化 変 更 計 画 概 要 等 公 告

報告聴取受益農家の同意
７年目 事業管理 学識経験者等

計 画 決 定

変 更 計 画 の 公 告 縦 覧
異議申立て

変更計画確定

８年目 事業管理

９年目 事業管理

10年目 事業管理

( ･ )休止 中止の検討
11年目 再評価

（計画変更）

・ 事業管理

・ 事業管理

※なお、再評価に該当しない年次においても、計画の見直しの必要性が生じた場合には、所要の手
続きにより計画変更を行う。



Ⅲ．平成１３年度再評価実施地区数及び平成１４年Ⅲ．平成１３年度再評価実施地区数及び平成１４年Ⅲ．平成１３年度再評価実施地区数及び平成１４年Ⅲ．平成１３年度再評価実施地区数及び平成１４年
度の再評価実施予定地区数（ ）度の再評価実施予定地区数（ ）度の再評価実施予定地区数（ ）度の再評価実施予定地区数（ ）国営事業、公団営事業国営事業、公団営事業国営事業、公団営事業国営事業、公団営事業

国営（直轄）事業及び公団営事業の、平成１３年度再評価実施

地区数及び平成１４年度再評価実施予定地区数は次のとおり。

再評価実施地区
事業実施地区事 業 名

平成１３年度 平成１４年度

国営事業 ３１ ２７ １９５
（ １） （ １） （ ９）

国営かんがい排水事業 ２１ １８ １３１
（ １） （ １） （ ９）

国営農用地再編開発事業 ４ ２ ２６
（ ０） （ ０） （ ０）

国営干拓事業 １ ０ ２

畑地帯総合土地改良パイロット事業 ２ ２ ６

国営総合農地防災事業 ３ ３ ２２
（ ０） （ ０） （ ０）

直轄地すべり対策事業 ０ ２ ８
（ ０） （ ０） （ ０）

公団営事業 ３ ４ ２２
（ ２）

直轄海岸事業 ０ ０ ４

合 計 ３４ ３１ ２２１
（ １） （ １） （ １１）

①事業実施地区数は、平成１３年度時点の事業計画ベースの地区数。

②国営事業の（ ）は、全体実施設計中の地区数で内数

③全体実施設計：土地改良事業計画に係る工事計画策定の一環とし、調査

と事業着工の間において実施されるものであり、ダム、堰、ポンプ場など

の主要な構造物の設計や事業費の算定等を行うものである。



Ⅳ．第三者委員会の委員についてⅣ．第三者委員会の委員についてⅣ．第三者委員会の委員についてⅣ．第三者委員会の委員について

各地方農政局等における第三者委員会の委員は以下のとおり。
（５０音順）

局名 氏 名 専門分野 所 属 備考

北海道 農 業 土 木 農村空間研究所長梅田 安治
う め だ やすはる

開発局 産 業 界 北海道経済連合会事務局次長常俊 優
つねとし まさる

農 業 経 済 北海道大学名誉教授 委員長天間 征
て ん ま ただし

農 学 北海道大学名誉教授中世古 公男
な か せ こ き み お

地 域 経 済 北星学園大学経済学部教授原 勲
はら いさお

地 域 振 興 荘銀総合研究所副理事長東北 石川 敬義
いしかわ け い ぎ

農 業 経 済 岩手大学農学部教授木村 伸男
き む ら の ぶ お

農 業 土 木 宮城県農業短期大学名誉教授 委員長工藤 祐晃
く ど う すけあき

地 方 行 政 秋田県仙北郡六郷町長坂本 茂弘
さかもと しげひろ

経 済 仙台空港ビル(株)代表取締役社長八木 功
や ぎ いさお

地 域 振 興 ふくい女性財団専務理事北陸 安藤 スミ子
あんどう す み こ

経 済 富山国際大学地域学部非常勤講師小川 弘
お が わ ひろし

農 業 経 営 石川県農業短期大学教授小林 雅裕
こばやし まさひろ

地 方 行 政 新潟県守門村長野村 學
の む ら まなぶ

農 業 土 木 富山県立大学短期大学部教授 委員長広瀬 慎一
ひ ろ せ しんいち

農 業 土 木 岡山大学環境理工学部教授中国 足立 忠司
あ だ ち た だ し

農 業 土 木 愛媛大学名誉教授 委員長四国 佐藤 晃一
さ と う こういち

経 済 中国経済連合会専務理事林 憲弘
はやし のりひろ

農 業 経 済 広島県立大学生物資源学部教授持田 紀治
も ち だ のりはる

マ ス コ ミ 山陽新聞社論説委員会主幹安田 誠一
や す だ せいいち

農 学 佐賀大学農学部九州 有馬 進
あ り ま すすむ

農 業 土 木 九州共立大学工学部 委員長黒田 正治
く ろ だ まさはる

消 費 生 活 消費生活ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ Office HOSHIKO星子 邦子
ほ し こ く に こ

経 済 熊本学園大学経済学部山内 良 一
やまうち りょういち

農 業 経 済 九州大学大学院農学研究院横川 洋
よこがわ ひろし

農村振 農 業 土 木 北里大学教授今井 敏行
い ま い としゆき

興局 農 業 経 済 石川県農業短期大学教授小林 雅裕
こばやし まさひろ

農 業 宮崎県経済連常務理事(公団営 四位 英樹
し い ひ で き

農 業 土 木 千葉大学教授 委員長事業) 矢橋 晨吾
や ば し し ん ご

財 政 中央大学教授横山 彰
よこやま あきら




